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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】連結強度を確保でき、作業性を向上でき、小型
な内視鏡チューブ連結機構を提供すること。
【解決手段】連結機構５０は、内視鏡のチューブ７５と
口金６１とを連結する。連結機構５０は、連結環５１と
、口金６１とを有している。連結環５１は、リング形状
で内周縁５３ｂから外周縁５３ｃに向かう斜面部６７を
有し、チューブ７５と口金６１とを連結する。口金６１
は、リング形状で内周縁６７ｂから外周縁６７ｃに向か
う斜面部６７を有している。チューブ７５が連結環５１
に嵌め込まれ、口金６１に連結環５１が嵌め込まれた、
連結環５１と口金６１とが連結する際に、チューブ７５
の端部７５ａ側は、口金６１の斜面部６７によって折り
返され、連結環５１の斜面部５３と口金６１の斜面部６
７とによって挟み込まれる。
【選択図】図３Ｆ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内視鏡の可撓性のチューブと口金とを連結する内視鏡のチューブ連結機構であって、
　リング形状で内周縁から外周縁に向かう斜面部を有し、前記チューブと前記口金とを連
結する連結環と、
　リング形状で端部に内周縁から外周縁に向かう斜面部を有する前記口金と、
　を具備し、
　前記チューブが前記連結環の内周に嵌め込まれ、前記連結環と前記口金とが連結する際
、前記チューブの端部は、前記口金の前記斜面部によって折り返され、前記連結環の前記
斜面部と前記口金の前記斜面部とによって挟み込まれることを特徴とする内視鏡のチュー
ブ連結機構。
【請求項２】
　前記チューブが前記連結環の内周に嵌め込まれ、前記連結環と前記口金とが連結し、前
記チューブの端部が前記連結環の斜面部と前記口金の斜面部に挟み込まれる際に、折り返
される前記チューブの根本を押圧し、前記口金の前記内周縁に配設されている押圧部をさ
らに具備することを特徴とする請求項１に記載の内視鏡のチューブ連結機構。
【請求項３】
　前記押圧部は、前記チューブの内面と前記口金の内面とを平滑化して繋ぐことを特徴と
する請求項２に記載の内視鏡のチューブ連結機構。
【請求項４】
　前記連結環の前記斜面部と、前記口金の斜面部との少なくとも一方は、前記チューブの
抜けを防止する突起部を有していることを特徴とする請求項１に記載の内視鏡のチューブ
連結機構。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡に配設されているチューブと口金とを連結する内視鏡チューブ連結機
構に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に内視鏡は、体腔内に液体や気体を送気・送水する送気・送水チューブと、送気
・送水動作を操作する送気・送水スイッチと、送気・送水スイッチ側に配設され送気・送
水チューブと連結する送気・送水口金とを有している。
【０００３】
　例えば特許文献１には、チューブの端部が口金等の連結部材側の端部から抜けるおそれ
がなく、チューブと口金との間を確実に接続する接続装置が開示されている。特許文献１
において、口金のテーパ角と押えリングのテーパ角とが異なり、締め付けナットなどの固
定部材が押えリングと口金とに係合している。これにより、チューブに対する口金と押え
リングとの抜けを防止する摩擦面積と押圧力とが増し、連結強度が向上する。
【０００４】
　また例えば特許文献２には、チューブを狭いスペースでも接続管に対して容易且つ確実
に接続固定できる内視鏡の配管接続部が配設されている。チューブはチューブ押え管に挿
し込まれ、接続管はチューブ押え管に挿し込まれチューブと連結する。なお接続管とチュ
ーブとは、接続管をチューブに容易に挿し込めるように、それぞれテーパを有している。
これらテーパの長さは、連結強度を確保するため、つまりチューブからの接続管の抜けを
防止するために長くする必要がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】実開平５－２０７０６号公報
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【特許文献２】特開２００６－６７６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述した特許文献１において、固定部材を押えリングと口金とに係合させる必要があり
、内視鏡内の狭いスペースでは、作業性が向上できない虞が生じる。
【０００７】
　また特許文献２では、接続管はチューブ押え管に挿し込むだけで、作業性は向上する。
しかし、テーパの長さを長くする必要があり、連結機構が大型化してしまい、内視鏡内に
収容されない虞が生じる。また連結機構を小型化するために、テーパの長さを短くすると
、連結強度が落ち、接続管がチューブから抜けてしまう。
【０００８】
　本発明は、これらの事情に鑑みてなされたものであり、連結強度を確保でき、作業性を
向上でき、小型な内視鏡チューブ連結機構を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は目的を達成するために、内視鏡の可撓性のチューブと口金とを連結する内視鏡
のチューブ連結機構であって、リング形状で内周縁から外周縁に向かう斜面部を有し、前
記チューブと前記口金とを連結する連結環と、リング形状で端部に内周縁から外周縁に向
かう斜面部を有する前記口金とを具備し、前記チューブが前記連結環の内周に嵌め込まれ
、前記連結環と前記口金とが連結する際、前記チューブの端部は、前記口金の前記斜面部
によって折り返され、前記連結環の前記斜面部と前記口金の前記斜面部とによって挟み込
まれることを特徴とする内視鏡のチューブ連結機構を提供する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、連結強度を確保でき、作業性を向上でき、小型な内視鏡チューブ連結
機構を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、本発明に係る内視鏡の概略図である。
【図２Ａ】図２Ａは、送気・送水チューブの端部と連結環と口金の端部との斜視図である
。
【図２Ｂ】図２Ｂは、連結環の断面図である。
【図２Ｃ】図２Ｃは、口金の端部側の断面図である。
【図３Ａ】図３Ａは、チューブが連結環に嵌め込まれる際の概略図である。
【図３Ｂ】図３Ｂは、チューブの端部側を冶具によってテーパ形状に形成する際の概略図
である。
【図３Ｃ】図３Ｂは、チューブの端部側を冶具によってテーパ形状に形成する際の概略図
である。
【図３Ｄ】図３Ｄは、口金抜け防止部が開き、連結環が口金に嵌め込まれる際の概略図で
ある。
【図３Ｅ】図３Ｅは、斜面部がチューブの端部を斜面部に向けて折り返す際の概略図であ
る。
【図３Ｆ】図３Ｆは、口金とチューブとが連結環によって連結した際の概略図である。
【図４】図４は、口金の斜面部と連結環の斜面部との変形例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態について詳細に説明する。　
　図１と図２Ａと図２Ｂと図２Ｃと図３Ａと図３Ｂと図３Ｃと図３Ｄと図３Ｅと図３Ｆと
を参照して第１の実施形態について説明する。　
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　図１に示すように、内視鏡システム１０は、例えば所望する観察対象物を撮像する内視
鏡１２を有している。この観察対象物とは、被検体（例えば体腔）内における患部や病変
部等である。
【００１３】
　図１に示すように内視鏡１２には、患者の体腔内に挿入される中空の細長い挿入部２０
と、挿入部２０の基端部と連結し、内視鏡１２を操作する操作部３０とが配設されている
。
【００１４】
　挿入部２０は、挿入部２０の先端部側から基端部側に向かって、先端硬質部２１と、湾
曲部２３と、可撓管部２５とを有している。先端硬質部２１の基端部は湾曲部２３の先端
部と連結し、湾曲部２３の基端部は可撓管部２５の先端部と連結している。
【００１５】
　先端硬質部２１は、挿入部２０の先端部及び内視鏡１２の先端部であり、硬い。
【００１６】
　湾曲部２３は、後述する湾曲操作部３７の操作によって、例えば上下左右といった所望
の方向に湾曲する。湾曲部２３が湾曲することにより、先端硬質部２１の位置と向きとが
変わり、観察対象物が観察視野内に捉えられ、照明光が観察対象物に照明される。湾曲部
２３は、図示しない節輪が挿入部２０の長手軸方向に沿って回動可能に連結されているこ
とで、構成されている。節輪は例えば図示しない網状管によって被覆され、図示しない網
状管は樹脂やゴム等の例えば図示しない外皮によって被覆されている。
【００１７】
　可撓管部２５は、所望な可撓性を有しており、外力によって曲がる。可撓管部２５は、
操作部３０の後述する本体部３１から延出されている管状部材である。
【００１８】
　操作部３０は、可撓管部２５が延出している本体部３１と、本体部３１の基端部と連結
し、内視鏡１２を操作する操作者によって把持される把持部３３と、把持部３３と接続し
ているユニバーサルコード４１とを有している。
【００１９】
　本体部３１には、処置具挿入口３５ａが配設されている。処置具挿入口３５ａには、図
示しない処置具挿通チャンネルの基端部が連結している。処置具挿通チャンネルは、挿入
部２０内において、可撓管部２５から先端硬質部２１に渡って配設されている。処置具挿
入口３５ａは、図示しない内視鏡用処置具を処置具挿通チャンネルに挿入するための挿入
口である。図示しない内視鏡用処置具は、処置具挿入口３５ａから処置具挿通チャンネル
に挿入され、先端硬質部２１側まで押し込まれる。そして内視鏡用処置具は、先端硬質部
２１に配設されている処置具挿通チャンネルの図示しない先端開口部から突出される。
【００２０】
　把持部３３には、湾曲部２３を湾曲操作する湾曲操作部３７が配設されている。
【００２１】
　また把持部３３には、処置具挿通チャンネルを兼ねる図示しない吸引チューブのための
吸引スイッチ３９ａと、図示しない送気・送水チューブのための送気・送水スイッチ３９
ｂとを有するスイッチ部３９が配設されている。スイッチ部３９は、把持部３３が術者に
把持された際に、術者の手によって操作される。吸引スイッチ３９ａは、上述した先端開
口部を兼ねる吸引開口部から吸引チューブ（処置具挿通チャンネル）を介して、粘液や流
体等を内視鏡１２が吸引するときに操作される。送気・送水スイッチ３９ｂは、先端硬質
部２１において図示しない撮像ユニットの観察視野（観察窓）を確保するために送気・送
水チューブから流体を送気・送水するときに操作される。吸引チューブと、送気・送水チ
ューブとは、操作部３０と挿入部２０とを挿通している。流体は、水や気体を含む。
【００２２】
　ユニバーサルコード４１は、把持部３３の側面から延出されている。
【００２３】
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　また内視鏡１２は、把持部３３の内部に配設され、送気・送水スイッチ３９ｂから突設
された金属製の図示しない送気接続管と、把持部３３の内部に配設され、送気接続管の端
部に配設され図２Ａに示すような送気口金６１とを有している。　
　また内視鏡１２は、操作部３０と挿入部２０とに配設され、挿入部２０の先端部に送気
する図２Ａに示すような送気チューブ７５を有している。
　また内視鏡１２は、把持部３３の内部に配設され、図２Ａと図３Ｆとに示すように送気
チューブ７５と送気口金６１とを連結する内視鏡チューブ連結機構５０を有している。
【００２４】
　以下にて、送気チューブ７５と、送気口金６１と、内視鏡チューブ連結機構５０とを順
に説明する。　
　なお以下において、簡略化のため、送気チューブ７５をチューブ７５と称し、送気口金
６１を口金６１と称し、内視鏡チューブ連結機構５０を連結機構５０と称する。
【００２５】
　まずチューブ７５について説明する。図２Ａに示すように、チューブ７５は、可撓性を
有し、円筒形状を有している。図３Ｆに示すように、チューブ７５の内径と口金６１の内
径とは、略同一である。図２Ａと図３Ａとに示すように、チューブ７５の端部７５ａ側は
、後述する連結環５１に嵌め込まれる。チューブ７５は、例えば樹脂によって形成され柔
軟性を有している。そのためチューブ７５の端部７５ａ側は、図３Ｂと図３Ｃと図３Ｄと
に示すように、例えば三角錐状の先端部８１ａを有する冶具８１が端部７５ａに差し込ま
れることで、冶具８１によって、外側に向かって拡径するようにテーパ状に形成されるこ
とが可能である。また端部７５ａ側は、図３Ｅと図３Ｆとに示すように、チューブ７５の
円形形状の内周面７５ｂが口金６１（チューブ７５の軸方向前方）に向かって露出するよ
うに、径方向においてチューブ７５の中心軸側から外側に向かって折り返し可能となって
いる。このときチューブ７５の端部７５ａ側は、チューブ７５の外周面７５ｃ同士が当接
するように、チューブ７５の軸方向後方に向かって折り返し可能である。
【００２６】
　次に口金６１について説明する。図２Ａと図３Ｄとに示すように、口金６１には、後述
する連結環５１が嵌め込まれる。口金６１は、例えば金属などの硬質部材によって形成さ
れる。図２Ａと図２Ｃとに示すように、口金６１の外形は、凸形状を有している。そのた
め口金６１の端部６３の外径は他の部分よりも太径となっており、口金６１には段差部６
５が配設されている。この段差部６５には、図３Ｆに示すように、口金６１の端部６３に
連結環５１が嵌め込まれた際に、後述する口金抜け防止部５５が引っ掛かる。
　また、図２Ａと図２Ｃとを示すように、口金６１は、口金６１の端部６３に配設される
端面である斜面部６７を有している。斜面部６７については、後述する。
【００２７】
　次に連結機構５０について説明する。　
　連結機構５０は、チューブ７５が一方から嵌め込まれ、口金６１に他方から嵌め込まれ
ることでチューブ７５と口金６１とを連結する連結環５１（図２Ａと図２Ｂとを参照）と
を有している。
【００２８】
　図２Ａと図３Ａとに示すように連結環５１において、チューブ７５の端部７５ａ側が一
方から嵌め込まれ、図２Ａと図３Ｄと図３Ｅとに示すようにこの状態で連結環５１は口金
６１に端部７５ａとは反対側の他方から嵌め込まれる。このとき図３Ｆに示すように、連
結環５１は、チューブ７５の端部７５ａ側と口金６１の端部６３とを固定及び保持し、チ
ューブ７５の端部７５ａ側と口金６１の端部６３とを連結する。図２Ｂに示すように、連
結環５１は、チューブ７５が嵌め込まれる嵌め込み孔５１ａと、嵌め込み孔５１ａよりも
口金６１側に配設され、口金６１の端部６３に連結環５１が嵌め込まれた際に、口金６１
の端部６３が配設される空間部５１ｂとを有している。嵌め込み孔５１ａは、連結環５１
の中心軸に沿って配設されており、空間部５１ｂと連通している。空間部５１ｂは、連結
環５１の軸方向において外部に向けて開口している。このような連結環５１は凹形状の断
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面を有しており、嵌め込み孔５１ａは連結環５１の軸方向に沿って凹の底面を貫通するよ
うに配設されている。図３Ｄに示すように嵌め込み孔５１ａの大きさは、チューブ７５の
外径と略同一であり、空間部５１ｂの径よりも小さい。
【００２９】
　また図２Ｂに示すように、連結環５１は、径方向に沿ってリング形状に形成される斜面
部５３を内部に有している。斜面部５３は、平面であり、空間部５１ｂと接触している。
また斜面部５３は、リング形状を有しているために、開口部５３ａと内周縁５３ｂと外周
縁５３ｃとを有している。開口部５３ａは、嵌め込み孔５１ａと略同一の大きさを有し、
嵌め込み孔５１ａと空間部５１ｂとに連通している。図３Ｂと図３Ｃと図３Ｄとに示すよ
うに、開口部５３ａには、チューブ７５が挿通する。図２Ｂに示すように、斜面部５３は
、斜面部５３の内周縁５３ｂから外周縁５３ｃに向かって傾斜している傾斜部となってい
る。また斜面部５３は、図３Ｆに示すようにチューブ７５の端部７５ａ側が斜面部５３に
引っ掛かり、連結環５１の軸方向において内周縁５３ｂが外周縁５３ｃよりも口金６１側
に突出して位置するように、配設されている。
【００３０】
　図３Ｅと図３Ｆとに示すように、この斜面部５３には、チューブ７５の端部７５ａ側が
嵌め込み孔５１ａと開口部５３ａとを挿通し、チューブ７５の端部７５ａ側が空間部５１
ｂにおいて口金６１の斜面部６７によって上述したように折り返された際、チューブ７５
の端部７５ａ側が引っ掛かり当接する。図２Ｂに示すように、斜面部５３は、図３Ｆに示
すようにチューブ７５の端部７５ａ側が斜面部５３に向かって折り返された際に、チュー
ブ７５の折り返し部７５ｅに引っ掛かり（喰い込み）、連結環５１からのチューブ７５の
抜けを防止するチューブ抜け防止部５３ｅを有している。チューブ抜け防止部５３ｅは、
例えば内周縁５３ｂである。
【００３１】
　なお図３Ｆに示すように、斜面部５３の傾斜角度θ、つまり折り返されたチューブ７５
の端部７５ａ側における外周面７５ｃ同士の角度は、例えば９０度以下である。
【００３２】
　また図２Ｂに示すように、連結環５１は、口金６１に連結環５１が嵌め込まれた際に、
連結環５１からの口金６１の抜けを防止する口金抜け防止部５５を端部に有している。口
金抜け防止部５５は、口金６１の段差部６５に引っ掛かる爪部を有している。口金抜け防
止部５５は、図３Ｆに示すように口金６１の端部６３に連結環５１が嵌め込まれた際に、
端部６３の斜面部６７が斜面部６７によって折り返されたチューブ７５の端部７５ａ側を
斜面部５３と共に隙間無く密着して挟み込み、チューブ７５の端部７５ａ側が斜面部６７
に引っ掛かり、斜面部６７がチューブ７５の端部７５ａ側を斜面部５３に押圧するように
、連結環５１に口金６１を位置決めする。またこのとき口金抜け防止部５５は、連結環５
１の軸方向における口金６１とチューブ７５との位置を固定する。
【００３３】
　図２Ｂに示すように、口金抜け防止部５５は、口金６１の端部６３の段差部６５に引っ
掛かるように連結環５１の外周面から内周面（連結環５１の中心軸）に向かって折れ曲が
っている。図２Ａに示すように口金抜け防止部５５同士は、周方向に沿って等間隔に離れ
て配設されている。口金抜け防止部５５は、口金６１の端部６３に連結環５１が嵌め込ま
れる際に図３Ｄと図３Ｅとに示すように外側に向かって開き、口金６１の端部６３に連結
環５１が嵌め込まれた後、図３Ｆに示すように段差部６５に引っ掛かるように閉じる。
【００３４】
　連結環５１の軸方向において、口金抜け防止部５５の長さは、チューブ７５の厚みと、
口金６１の端部６３の長さとの和よりも短い。
【００３５】
　図２Ｃに示すように、口金６１において、斜面部６７は、口金６１の径方向に沿って配
設され、リング形状に形成されている。斜面部６７は、リング形状を有しているために、
開口部６７ａと、内周縁６７ｂと、外周縁６７ｃとを有している。開口部６７ａは、チュ
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ーブ７５の内径と略同一の大きさを有している。斜面部６７は、平面であり、口金６１に
連結環５１が嵌め込まれた際に斜面部５３に対向する。
【００３６】
　斜面部６７は、斜面部５３と略同一の大きさを有している。図３Ｆに示すように、この
斜面部６７は、斜面部６７の内周縁６７ｂから外周縁６７ｃに向かって傾斜している端面
である。斜面部６７は、斜面部５３の傾斜角度θと同一の傾斜角度を有している。斜面部
６７は、外周縁６７ｃ側から内周縁６７ｂ側に向かって凹むように傾斜している。斜面部
６７は、外周縁６７ｃ側から内周縁６７ｂ側に向かって縮径している円錐台形状の周面に
該当しており、傾斜しているテーパとなっている。
【００３７】
　チューブ７５が連結環５１に嵌め込まれ、口金６１に連結環５１が嵌め込まれ、連結環
５１と口金６１とが連結する際に、チューブ７５の端部７５ａ側は、口金６１の斜面部６
７によって折り返され、連結環５１の斜面部５３と口金６１の斜面部６７とによって挟み
込まれる。つまり図３Ｅに示すように、斜面部６７は、チューブ７５の端部７５ａ側を斜
面部５３に向けて上述したように折り返す。そして図３Ｆに示すように、斜面部６７は、
折り返したチューブ７５の端部７５ａ側を斜面部５３と共に隙間なく密着してチューブ７
５の端部７５ａ側を挟み込み、チューブ７５の端部７５ａ側を斜面部６７に引っ掛け、折
り返したチューブ７５の端部７５ａ側を斜面部５３に押圧し、折り返したチューブ７５の
端部７５ａ側を斜面部５３に抑える抑え面として機能する。
【００３８】
　また内周縁６７ｂは、チューブ７５の端部７５ａ側が口金６１の斜面部６７によって折
り返され連結環５１の斜面部５３と口金６１の斜面部６７とによって挟み込まれた際、連
結環５１からのチューブ７５の抜けを防止するために、折り返されたチューブ７５の根本
である折り返し部７５ｅを連結環５０の内周縁５３ｂに向かって押圧する押圧部として機
能する。
【００３９】
　またチューブ７５の端部７５ａ側が折れ返されると、連結環５１の軸方向において、内
周縁６７ｂと折り返し部７５ｅとの間に図示しない隙間が形成される。この隙間を埋め、
図３Ｆに示すように、チューブ７５の内周面７５ｂと口金６１の内周面６１ｂとが連続し
た平面となり、内周面７５ｂと内周面６１ｂとが平滑化して繋がれるように、斜面部６７
の内周縁６７ｂは、図２Ｃと図３Ｆとに示すように、連結環５１の軸方向において、チュ
ーブ７５に向かって突出している。
【００４０】
　次に本実施形態の連結方法について図３Ａと図３Ｂと図３Ｃと図３Ｄと図３Ｅと図３Ｆ
とを参照して説明する。　
　図３Ａと図３Ｂとに示すように、チューブ７５の端部７５ａ側は、連結環５１を貫通す
るように、嵌め込み孔５１ａを介して連結環５１に嵌め込まれる。
【００４１】
　図３Ｂと図３Ｃとに示すように、冶具８１の先端部８１ａが端部７５ａに差し込まれ端
部７５ａ側を押し広げることで、端部７５ａ側がテーパ状に形成される。このとき、端部
７５ａ側のテーパの長さ（折り返し部７５ｅから端部７５ａまでの長さ）は、斜面部５３
の内周縁５３ｂから外周縁５３ｃまでの長さと略同一か、それよりも短い。なお、先端部
８１ａは、樹脂製のチューブ７５に対してテーパを形成しやすくするために、加熱されて
いる。
【００４２】
　次に図３Ｄに示すように連結環５１は、チューブ抜け防止部５３ｅ（内周縁５３ｂ）が
チューブ７５の折り返し部７５ｅに当接するように、チューブ７５に沿って端部７５ａ側
にまで移動する。　
　次に図３Ｄに示すように、端部７５ａ側のテーパ部は、連結環５１と共に、斜面部６７
に向かって移動し口金６１に向かって押し込まれる。これによりチューブ７５の端部７５
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ａ側は、図３Ｅに示すように折り返し部７５ｅを中心に斜面部５３に向かって折り返され
る。
　同時に、口金抜け防止部５５は、口金６１の端部６３によって押し広がり端部６３の外
周面をスライドする。これにより、口金６１の端部６３は、空間部５１ｂに配設される。
【００４３】
　そして図３Ｆに示すように、口金６１に連結環５１が嵌め込まれる。このとき口金抜け
防止部５５は、閉じて段差部６５に引っ掛かり、連結環５１からの口金６１の抜けを防止
する。これにより、口金抜け防止部５５は、連結環５１の軸方向における口金６１とチュ
ーブ７５との位置を固定する。またこのとき、口金抜け防止部５５は、口金６１の斜面部
６７が斜面部６７によって折り返されたチューブ７５の端部７５ａ側を斜面部５３と共に
隙間無く密着して挟み込み、チューブ７５の端部７５ａ側が斜面部６７に引っ掛かり、斜
面部６７がチューブ７５の端部７５ａ側を斜面部５３に押圧するように、口金６１の端部
６３を連結環５１に位置決めする。
【００４４】
　なお連結環５１の軸方向において、口金抜け防止部５５の長さは、チューブ７５の厚み
と、口金６１の端部６３の長さとの和よりも短い。そのため斜面部６７は、折り返したチ
ューブ７５の端部７５ａ側を斜面部５３に押圧し、折り返したチューブ７５の端部７５ａ
側を斜面部５３に抑える。
【００４５】
　これによりチューブ７５の端部７５ａ側は、斜面部６７と斜面部５３とによって隙間無
く密着して挟み込まれて、斜面部６７に引っ掛かり、斜面部６７によって斜面部５３に押
圧される。そのためチューブ７５は、引っ張られても連結環５１からの抜けを防止される
。またチューブ７５の端部７５ａ側が斜面部５３に向かって折り返された際に、チューブ
抜け防止部５３ｅ（内周縁５３ｂ）がチューブ７５の折り返し部７５ｅに引っ掛かるため
に、チューブ７５は連結環５１からの抜けをさらに防止される。
【００４６】
　また内周縁６７ｂは、折り返されたチューブ７５の根本である折り返し部７５ｅを連結
環５０の内周縁５３ｂに向かって押圧する。これにより、チューブ７５は連結環５１から
の抜けをさらに防止される。
【００４７】
　またチューブ７５の内周面７５ｂと口金６１の内周面６１ｂとは、内周縁６７ｂによっ
て、連続した平面となり、内周面７５ｂと内周面６１ｂとが平滑化して繋がれる。
【００４８】
　これによりチューブ７５と口金６１とは、連通した状態で連結する。
【００４９】
　このように本実施形態では、連結環５１によってチューブ７５と口金６１とを連結する
際に、連結環５１に斜面部５３を配設し、口金６１の端部６３に斜面部５３の傾斜角度と
同一の傾斜角度を有する斜面部６７を配設している。また本実施形態では、斜面部５３に
おいて、内周縁５３ｂを外周縁５３ｃよりも口金６１側に配設し、チューブ７５の端部７
５ａ側をこのような斜面部５３に引っ掛けている。また本実施形態では、チューブ７５の
端部７５ａ側を、斜面部６７と斜面部５３とによって隙間無く密着して挟み込み、斜面部
６７によって斜面部５３に押圧している。
【００５０】
　これにより本実施形態では、チューブ７５が引っ張られても、チューブ７５が連結環５
１から抜けることを防止でき、チューブ７５と口金６１との連結強度を確保できる。また
本実施形態では、チューブ７５の端部７５ａ側を、上述したように斜面部６７と斜面部５
３とによって隙間無く密着して挟み込み、チューブ７５の端部７５ａ側をこのような斜面
部５３に引っ掛け、斜面部６７によって斜面部５３に押圧しているため、径方向における
斜面部５３の長さと斜面部６７の長さとを長くする必要なく、上述した連結強度を確保し
た状態で、小型にできる。また本実施形態では、口金６１に連結環５１を嵌め込むことで
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、チューブ７５と口金６１とを連結できるために、作業性を向上することができる。
【００５１】
　また本実施形態では、内周縁６７ｂが折り返し部７５ｅを連結環５０の内周縁５３ｂに
向かって押圧するため、連結環５１からのチューブ７５の抜けをさらに防止できる。
【００５２】
　また本実施形態では、チューブ抜け防止部５３ｅ（内周縁５３ｂ）をチューブ７５の折
り返し部７５ｅに引っ掛けることができるために、連結環５１からのチューブ７５の抜け
をさらに防止できる。
【００５３】
　また本実施形態では、口金抜け防止部５５によって、口金６１に連結環５１を嵌めこむ
のみで連結環５１からの口金６１の抜けを防止でき、また斜面部６７が端部７５ａ側を斜
面部５３に向けて押圧する押圧力を確保できる。
【００５４】
　また本実施形態では、冶具８１によって容易にチューブ７５の端部７５ａ側をテーパ形
状に形成できる。また本実施形態では、テーパ形状の端部７５ａ側を斜面部６７に押し当
てることで、折り返し部７５ｅを中心に斜面部５３に向かって端部７５ａ側を容易に折り
返すことができる。
【００５５】
　また本実施形態では、突出している内周縁５３ｂによって、内周縁５３ｂと折り返し部
７５ｅとの間に形成される隙間を埋めることができ、チューブ７５の内周面７５ｂと口金
６１の内周面６１ｂとを連続した平面として形成でき、内周面７５ｂと内周面６１ｂとを
平滑化して繋ぐことができ、隙間に汚れが溜めることを防止できる。
【００５６】
　また本実施形態では、口金抜け防止部５５の長さを、チューブ７５の厚みと、口金６１
の端部６３の長さとの和よりも短くすることで、斜面部６７が端部７５ａ側を斜面部５３
に向けて押圧でき、チューブ７５の端部７５ａ側を端面と斜面部５３とによって隙間無く
密着して挟み込むことができる。
【００５７】
　なお本実施形態では、図４に示すように、斜面部５３と斜面部６７との少なくとも一方
は、チューブ７５の端部７５ａ側を挟み込んだ際に、連結環５１からのチューブ７５の抜
けを防止するために、突起部６９を有していてもよい。突起部６９は、例えばそれぞれの
外周縁５３ｃ，６７ｃ側に向かって突出しており、チューブ７５の端部７５ａ側に食い込
む。
【００５８】
　なお本実施形態では、送気チューブ７５と送気口金６１とを例として説明したが、図示
しない吸引チューブと図示しない吸引口金との構成についてもこれらと略同様である。
【００５９】
　また本実施形態の内視鏡１２は、送気・送水スイッチ３９ｂから突設された金属製の図
示しない給気・給水接続管と、吸引スイッチ３９ａから突設された金属製の図示しないコ
ード側吸引接続管とを有している。給気・給水接続管の端部には図示しない給気・給水口
金が配設されており、コード側吸引接続管の端部には図示しないコード側吸引口金が配設
されている。　
　また内視鏡１２は、ユニバーサルコード側に配設され、ユニバーサルコード側から給気
・給水する図示しない給気・給水チューブと、ユニバーサルコード側に配設され、ユニバ
ーサルコード側に向かって吸引する図示しないコード側吸引チューブとを有している。給
気・給水チューブは給気・給水口金と連結しており、コード側吸引チューブはコード側吸
引口金と連結している。送気チューブ７５と送気口金６１とを例として説明したが、図示
しない給気・給水チューブとコード側吸引チューブとの構成は送気チューブ７５の構成と
略同様であり、図示しない給気・給水口金とコード側吸引口金との構成は送気口金６１の
構成と略同様である。
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【００６０】
　そのため内視鏡チューブ連結機構５０は、上述したように、給気・給水チューブと給気
・給水口金とを連結し、コード側吸引チューブとコード側吸引口金とを連結する。
　このように、内視鏡チューブ連結機構５０は、内視鏡に配設されているチューブと、パ
イプなどの口金を連結すればよい。
【００６１】
　本発明は、上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要旨を
逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示されてい
る複数の構成要素の適宜な組み合せにより種々の発明を形成できる。
【符号の説明】
【００６２】
　１０…内視鏡システム、１２…内視鏡、５０…内視鏡チューブ連結機構、５１…連結環
、５３…斜面部、５３ａ…開口部、５３ｂ…内周縁、５３ｃ…外周縁、５３ｅ…チューブ
抜け防止部、５５…口金抜け防止部、６１…口金、６３…端部、６５…段差部、６７…斜
面部、６７ａ…開口部、６７ｂ…内周縁、６７ｃ…外周縁、７５…チューブ、７５ａ…端
部、７５ｂ…内周面、７５ｃ…外周面。

【図１】 【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図２Ｃ】
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【図３Ｄ】

【図３Ｅ】

【図３Ｆ】

【図４】
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